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大学をめぐる状況の変化

ｰ 経済成長の踊り場

ｰ 企業の研究開発体制の見直し

ｰ 産学官連携、技術移転、知財活用

21世紀の社会・経済の成長を担う知恵創出者としての大学

グローバル化、ボーダーレス化

ｰ 大学間の競争

ｰ 組織間の戦略的ネットワーク

世界的な研究大学へ

ｰ 地球社会に貢献する高度な研究活動と優れた人財育成

21世紀の社会が求める大学の役割
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早稲田大学の新研究体制設立に至る経緯
「WASEDA NEXT 125」＊ 答申を受け教育体制（学術院）の再構築が完成
する一方、全学研究体制の整備が急務に

◆総合大学の強みを生かした学際研究
◆アジアへの国際研究展開

国際研究大学への飛躍
全学研究会議

研究院

研究戦略センター

2008.7       新研究体制の具体的検討開始を学術院長会で承認
2008.11     研究院設立準備委員会発足
2009.1       研究戦略センター準備室開設、同準備委員会発足
2009.4       全学研究会議（改組）、研究院、研究戦略センター（開設）

学問の独立

学問の活用 研究の早稲田の飛躍

◆研究環境の充実
◆研究資金の獲得力の向上

＊ 「WASEDA NEXT 125」とは早稲田大学が創立125周年（2007年）に際して策定した中長期の指針
(1) 多文化が共存・融合する地球社会における知の基盤の構築
(2) 総合大学の強みを生かした学際研究の推進
(3) 地球上の至るところを学びの場とし地球共同体のリーダーを育成
(4) 日本文化・アジア文化の国際的研究拠点の形成
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研究力把握
（マップ・分布）

重点領域研究の展開重点領域研究の展開

全学研究会議
全学の研究に関わる総合的、計画的な推進を図るための基本戦略

研究に関する資源配分の基本方針

重点領域研究の設定に関わる方針

研究戦略センター

専門スタッフによる徹底した分析と調査に
もとづく戦略的プランニングと対外交渉

研究推進部
研究推進にかかわる業務を統括

研究環境の改善、研究者への徹底した
サービス、研究費執行管理など

戦略・方針策定に資する
分析結果・データ、計画案の提供

諸施策の具体的実施

理
事
会

学
術
院
長
会

学学 術術 院院

研究リソース配分
研究者サポート

研究院研究院
(2009.04設置）

早稲田大学の新たな研究体制
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早稲田大学の研究推進状況（１）
グローバルCOE拠点展開

アンビエントアンビエントSoCSoC教育研究国際拠点教育研究国際拠点

「実践的化学知」教育研究拠点「実践的化学知」教育研究拠点

演劇・映像の国際的教育研究演劇・映像の国際的教育研究拠点拠点

アジア地域統合のための世界的人材育成拠点アジア地域統合のための世界的人材育成拠点

グローバルロボットアカデミアグローバルロボットアカデミア

制度構築の政治経済学制度構築の政治経済学

成熟市民社会型企業法制の創造成熟市民社会型企業法制の創造

アクティブ・ライフを創出するスポーツ科学

20072007-2011 20082008-2012

20092009-2013
公的資金によるCOE

博士教育の充実、国際協力
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総合研究機構 (2000 - ) １３０のプロジェクト研究所から構成

重点領域研究機構（2009 - ） 重点領域研究を推進

先端科学・健康医療融合研究機構 (2004 - ) スーパーCOE展開

ナノ理工学研究機構 (2003 - 2008 - ) ナノテク全国拠点のひとつ

IT研究機構 (2004 - 2008 - )

グリーン・コンピューティング・システム研究機構（2010 -）

アジア研究機構 (2005 - )

日米研究機構 (2008 - )

日欧研究機構 (2009 - ) EUIJ早稲田拠点展開

イスラーム地域研究機構 (2008 - ) 共同研究中心拠点校

早稲田大学の研究推進状況（2）
研究機構
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「Waseda Next125 」

・先進的かつ学際的な研究を推進
・総合性や独創性という特徴を生かした

新たな学術分野の創出

・先端的な研究の教育への還元や
社会への応用

・「研究特区」の整備等研究環境の充実
・研究資金の獲得力を向上

全学レベルで組織的かつ戦略的な研究活動を推進する体制を構築

・人材育成を含む本学の研究の活性化
・新たな外部資金の獲得等を通した自立性・持続性のある研究体制の確立

・推進すべき研究テーマおよび分野（重点領域研究）における研究体制の構築
・必要な支援の実施

研究院の趣旨研究院の趣旨

重点領域研究重点領域研究

研究の早稲田の飛躍研究の早稲田の飛躍

学問の独立学問の独立 学問の活用学問の活用

重点領域研究の趣旨・目的
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構想段階構想段階 萌芽段階萌芽段階 本格化段階本格化段階 連携・深化段階連携・深化段階 融合・拠点化段階融合・拠点化段階

個人レベル

特定課題A（一般）：1年間 重点領域研究
（資金助成3年間）

基盤A

特別推進、基盤特別推進、基盤SS
新学術領域新学術領域

挑戦的萌芽

若手スタート 基盤B,C

若手A

研
究
フ
ェ
ー
ズ
・規
模

研
究
フ
ェ
ー
ズ
・規
模

学
内
助
成
制
度

学
内
助
成
制
度

科
研
費
等

科
研
費
等

WPIWPI、、GCOEGCOE、基盤形成、基盤形成

特定課題B：1年間 特定課題B：1年間 特定課題B：1年間 特定課題B：1年間

自由な発想に基づく若手・萌芽的研究等への助成自由な発想に基づく若手・萌芽的研究等への助成 国際競争力のある自立的で持続的な国際競争力のある自立的で持続的な
研究拠点の形成に向けた助成研究拠点の形成に向けた助成

特定課題A（萌芽）：2年間特定課題A（萌芽）：2年間

特定課題A（若手）：2年間

重点領域研究は研究の連携と拠点化を目指す重点領域研究は研究の連携と拠点化を目指す

重点領域研究の位置付け
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文化システム

10

大局的課題 社会的課題 具体的研究課題例

教育

コミュニケーション

社会システム

新知識

文化

安全保障

法制度

公共政策

・日本学の国際発信

・演劇、映像

・国際協調と望ましいガバナンス
のための世界的人材育成

・企業、金融・資本市場法制
の再構築

・期待形成と期待実現
の政治経済学

・コンテンポラリーポリシーに
貢献する歴史的視点

2121
世
紀
の
人
類
の
英
知

世
紀
の
人
類
の
英
知

①持続性

③安全・安心・健康

④国際競争力

⑤知的活力

②グローバリゼーション

地域社会

社会的・自然的インフラ

マーケット

・地域研究からのアプローチ
による知の共創

・

・

重点領域の策定プロセス1-1 人文・社会科学系



11

大局的課題 社会的課題

健康・医療・高齢化健康・医療・高齢化

環境・エネルギー環境・エネルギー

水・食料・資源水・食料・資源

コミュニケーションコミュニケーション

①持続的発展性
(低炭素社会)

①持続的発展性
(低炭素社会)

②安全・安心・健康②安全・安心・健康

③国際競争力③国際競争力

④知的活力④知的活力

新知識新知識

新型電池・新交通システム新型電池・新交通システム

人口組織形成・再生医療人口組織形成・再生医療

未来開拓科学・数理・物理未来開拓科学・数理・物理

医療用ロボット医療用ロボット

スポーツ科学・人間科学

高度情報・通信技術・サービス高度情報・通信技術・サービス

生活環境・建築・都市工学

先端システムデバイス

活力ある生活活力ある生活

社会システム社会システム

具体的研究課題例

重点領域の策定プロセス1-2 理工・学際融合系

2121
世
紀
の
人
類
の
英
知

世
紀
の
人
類
の
英
知
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重点領域の策定プロセス2

0
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2009 2010 2011 2012 2013

年度

評
価

β-1分野評価

0

2

4

6

8

10

12

2009 2010 2011 2012 2013

年度

評
価

α-1分野評価

ＡＡ 学術院学術院

B B 学術院学術院

α-1分野プロフィール

・研究者数
・研究費
・論文数・被引用数
・産学官連携

研究力分析

β-1分野プロフィール

・研究者数
・研究費
・論文数・被引用数
・産学官連携

研究領域・分野マップ

β研究領域β-2分野プロフィール

・・・

α研究領域

重点研究ＰＪ

各研究領域・分野ごとの研究力の調査および学外研究動向の調査・比較
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重点領域研究の募集にあたって
◆重点領域研究の趣旨（基本となる考え方）

①WASEDA Next125をベースにする。

②「強み」を活かし、「弱み」を「強み」に変える。
③人材育成を含む研究の活性化。
④新たな外部資金獲得等を通した自立性・持続性。
⑤研究成果のアピール。

◆重点領域研究の目的
①国際競争力のある研究の実施
②自立的で継続的な研究拠点形成

◆研究実施体制
重点領域研究は重点領域研究機構にプロジェクト研究所を設置して実施。ま
た、研究代表者は、プロジェクト研究所の所長となる。プロジェクト研究所の設
置期間は原則５年間。

◆資金助成
重点領域研究に対する資金助成は、基本的に当該研究のスタートアップに
必要となる経費として位置付け、その助成期間は、原則３年間
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重点領域研究課題

エコ・エネルギー・ソサイエ ティ
のための科学技術

エコ・エネルギー・ソサイエ ティ
のための科学技術

多様な循環型生活基盤の形成多様な循環型生活基盤の形成

未来を開拓する新たな科学未来を開拓する新たな科学

健康・医療の新潮流形成健康・医療の新潮流形成

日本学・日本文化研究
の国際発信・交流

地球の中でのアジアの共生

グローバリゼーション下の
制度： 法・企業・ マーケット

持続性のための政策・
産業・ジャーナリズム

人文・社会科学系人文・社会科学系人文・社会科学系 理工・学際融合系理工・学際融合系理工・学際融合系

大学の学術による大学の学術による
社会貢献社会貢献
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09a 日本学・日本文化研究の国際発信・交流

09c エコ・エネルギー・ソサイエティのための科学技術 09d 健康・医療の新潮流形成

09b グローバリゼーション下の制度：法・企業・マーケット

■解釈レベル理論に基づいた顧客満足規定要因とコミュニ
ケーション戦略に関する国際比較研究

（阿部周三 商学学術院特任教授）
■世界の中核研究機関としての比較法研究拠点の全面的

再構築を目指して
(上村達男 法学学術院教授）

■ 21世紀日本の社会システムの学際的研究
（河野勝 政治経済学術院教授)

■グローバリゼーション時代における知的財産法制度の再
構築- 文理融合型研究機関「知的財産総合研究所」（仮称）の構築

と展開- （高林龍 法学学術院教授）

■脳と心の科学の社会的還元
-総合人間科学に基づく応用脳科学

（熊野宏昭 人間科学学術院教授）

■世界と共創する新しい日本文学・日本文化研究
(中島国彦 文学学術院教授）

■占領期・1950年代のアメリカの対日情報・文化戦略
と日本・ 日本人
(山本武利 政治経済学術院教授)

■未来の電気エネルギー供給形態のデザインと構築
－再生可能で環境に優しい電気エネルギーに基づ
く低炭素社会の実現に向けて－
（林泰弘 理工学術院教授）

重点領域研究テーマ（２００９年度募集）
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10a 地球の中でのアジアの共生

10c 多様な循環型生活基盤の形成 10d 数理・物理等基礎科学を中心とした未来開拓科学

10b 持続性のための政策・産業・ジャーナリズム

■非線形偏微分方程式研究
（柴田良弘 理工学術院教授）

■光と物質の相互作用－基礎物理からデバイス応用まで－
(多辺由佳 理工学術院教授）

■最先端宇宙科学観測による新たな宇宙像の探究
－世界レベルの宇宙科学観測・技術融合センターの設立－
（鳥居祥二 理工学術院教授)

■持続可能資源管理の産業エコロジー
（中村愼一郎 政治経済学術院教授）

■アジアにおける共生型サービスビジネスモデルの探求
(太田正孝 商学学術院教授）

■文明移動としての「仏教」からみた東アジア世界の歴史
的差異と共生の研究
(大橋一章 文学学術院教授)

■アジアにおけるムスリム・マイノリティと非ムスリム・マ
ジョリティの共生に関する国際比較研究
(小島宏 社会科学総合学術院教授）

■環境に優しい半導体および絶縁材料の開発
（大木義路 理工学術院教授）

■ダイヤモンドMOSFETを使用したグリーンインバータ開発
による低炭素社会の実現
(川原田洋 理工学術院教授）

■アジア圏における安全・安心な資源循環システムの構築
に関する包括的研究

（永田勝也 理工学術院教授)

重点領域研究テーマ（２０１０年度募集）
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◆重点領域研究の目的に沿って、

①国際競争力のある卓越した研究が行われ、かつ

②自立的で継続的な研究拠点形成が進展しているか、を確認する。

（１）事前評価
○目的：重点領域研究の趣旨に沿った研究課題の採択。
○指標：先進性・独創性、早稲田の独自性、研究体制の自立性・持続性、学術的・社会的波及効果
○結果：重点領域研究としての実施の適否の判断。

（２）中間評価
○目的：進捗度の点検と目標管理、研究開発の質の向上。
○指標：研究成果、学術的・社会的波及効果、研究体制の自立性、研究体制の持続性、人材の多様性など。
○結果：重点領域研究としての継続や促進の判断。場合によっては資金助成延長も可。

（３）最終評価
○目的：計画の目的や目標の達成状況の確認。
○指標：研究成果、学術的・社会的波及効果、研究体制の自立性、研究体制の持続性、人材の多様性など。
○結果：研究実施の意義や今後の展開の判断。場合によっては研究所設置期間延長も可。

（４）事後評価
○目的：重点領域研究に関する制度の運営状況等を把握し、制度の見直しに資する。
○時期：研究終了後に実施。

◆評価体制
○研究院に設置された審査・評価部会にて実施。研究分野に応じて、必要により分科会を設置。
○評価委員は、研究院運営委員、学内有識者、学外有識者等から構成。

評価方法について （一部検討中）
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事前評価
採択

重点領域研究に対して、研究院運営委員会のもとに設置される審査・評価部会が資金助成最終年度、お
よび設置最終年度に評価を行う。この評価に基づき、研究院は、資金助成の延長、設置期間の延長等を
決定。評価により重点領域研究としないとした場合、当該プロジェクト研究所は、終了となる。

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度以降

重点領域研究機構プロジェクト研究所設置期間
（原則５年間）

評 価

資金助成期間
（原則３年間）

延長
延長

外部研究資金

評 価

研究の進展と評価（１）
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研究の進展と評価（２）

○論文
○著作物等

○進捗状況
○外部資金獲得状況等

○学術的波及効果
○社会的波及効果

ア
ウ
ト
カ
ム

イ
ン
プ
ッ
ト

研
究
実
施

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

国際競争力のある
研究の実施

研究成果 波及効果

自立的で継続的
な研究拠点形成

事
前
評
価

○先進性・独創性
○早稲田の独自性
○研究体制の自立性・持続性
○学術的・社会的波及効果等

中間・最終評価

研究計画
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